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１.予算編成方針【抜粋】 

 

愛企発第 181号 

令和５年 10月 23日 

 

各  位 

愛南町長 清 水 雅 文  

                        

令和６年度愛南町当初予算編成方針について 

 

国の９月の月例経済報告によれば、経済の基調判断は「景気は、緩やかに回復して

いる。」とされ、「先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効

果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに

伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しす

るリスクとなっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意す

る必要がある。」とされております。 

 こうした状況において、国は「経済財政運営と改革の基本方針 2023」での令和６年

度予算編成に向けた考え方として、コロナ禍から経済社会活動の正常化が進み、一方

で世界的な物価高騰等を踏まえ、持続可能な成長の実現に向けた経済構造の強化を進

め、日本経済を本格的な経済回復、そして新たな経済成長の軌道に乗せていくなどと

されております。そして、令和４年度の一般会計歳入が３年連続で過去最高を更新し

たことを受け、歳出規模が昨年度を上回る 114兆 3,852億円の一般会計予算の概算要

求が先般公表されたところです。 

一方、本町の財政状況に目を向けると、平成 16 年に５か町村が合併をして以来、

市町村の合併の特例に関する法律などの恩恵により、地方債残高は大幅に減る一方で

基金残高は大幅に増えるなど、財政的な余力は確保され、加えて「地方公共団体の財

政の健全化に関する法律」に規定される健全化判断比率は、過去においても適正な水

準を維持し、健全な財政運営がなされているといえます。 

しかし、昨年度の税収にわずかの伸びは確認できるとは言え、依然として低い財政 
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力指数や、高い数値で推移する経常収支比率などが慢性的な問題として残り、将来に

わたる足腰の強い財政運営の実現には、一抹の不安を消し去ることは出来ません。 

また、自主財源が乏しいために、国の地方財政計画の動向が本町の財政に大きく影響

するという構造は、「本町の財政が不安定である」ことを明確に示しています。 

 町村合併 20 周年を迎える節目の年でもある令和６年度の予算編成においては、ま

ずは全職員が本町の財政状況を理解し、今後の人口減少などを要因とした普通交付税

減額の懸念や、現在好調である「ふるさと納税」は、本町の貴重な財源となりつつも

恒久的に保証されるものではないなどの財源的危機意識を共有するとともに、人口の

動向を含めた本町の地勢に合った、適正な財政規模を構築することの必要性を認識し

ていただくことをお願いします。そのうえで、第３次愛南町総合計画２年目の行政経

営サイクルによる事業評価を確実に行い、限られた職員で遂行できる事業量を見極め

ながら、効果が低い事業については積極的に縮小若しくは廃止するようお願いします。

また、安易に前例を踏襲するような手法は厳に慎み、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰ

Ｍ）の手法を取り入れ、合理的根拠に基づき「真に最小経費で最大の効果を目指した

事業ができているのか」を再確認するよう強くお願いします。 
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２．令和６年度当初予算の概要

Ⅰ  支えあい健やかに暮らせるまちづくり

Ⅱ 豊かな自然環境と共生し快適に暮らせるまちづくり

 　循環型社会の形成の分野では、６つの基本事業(生活環境の保全、再生可能エネルギーの推進、
生活排水の適正処理、４Ｒの推進、ごみ処理体制の適正化、施策の総合推進)による29の事務事業を
行い、環境負担の少ない生活を実践し、廃棄物の排出を抑制することにより、自然環境にやさしいま
ちづくりに取り組んでいきます。
 　道路環境の充実の分野では、４つの基本事業(愛南町への高速道路の早期延伸、国・県道の整備
促進、町道等の整備と維持管理、施策の総合推進)による13の事務事業を行い、町外への移動時間
が短縮され、町内の道路において安全で快適な通行ができるように取り組んでいきます。
　公共交通の確保の分野では、１つの基本事業(町による生活交通の確保)による２の事務事業を行
い、町内の移動に困る方が減少するように取り組んでいきます。
　安定的な水道水の供給の分野では、２つの基本事業(経営の安定化、施策の総合推進)による３の
事務事業を行い、安定的に「安全・安心な水道水」を利用できるように取り組んでいきます。

　 次世代につなぐ子ども・子育て支援の充実の分野では、６つの基本事業(子どもの健やかな成長、
保育サービス等の充実、地域における子育て支援、子どもの人権尊重、家族形成意識醸成の支援、
施策の総合推進)による50の事務事業を行い、安心して産み、子育てができる環境へ取り組んでいき
ます。
　高齢者福祉の充実の分野では、６つの基本事業(安心と尊厳のある暮らしの保持、介護予防・健康
づくり・生きがいづくりの推進、地域における支えあい・連携の強化、住み慣れた地域で安心して暮ら
すための体制整備、介護保険サービスの充実、施策の総合推進)による41の事務事業を行い、高齢
者が健康で、生きがいをもって住み慣れた地域で生活できるように取り組んでいきます。
　障がい者（児）福祉の充実の分野では、４つの基本事業(児童発達支援の充実、自立支援及び地域
生活支援の推進、社会参加の促進と就労支援、施策の総合推進)による18の事務事業を行い、障が
い者（児）が町内で自ら望む地域生活をいきいきと営むことができるように取り組んでいきます。
　健康・医療体制の充実では、８つの基本事業(生活習慣病の予防、早期発見・早期治療の推進、ここ
ろの健康づくり、感染症予防対策の推進、医療保険制度の健全運営、福祉医療費助成制度の充実、
安心して医療を受けられる体制の確保、施策の総合推進)による38の事務事業を行い、健康な暮らし
や安心して医療が受けれるように取り組んでいきます。
　地域福祉の推進では、４つの基本事業(総合相談窓口による支援、地域福祉活動への参画推進、
社会福祉制度の円滑運営、施策の総合推進)による10の事務事業を行い、住み慣れた地域で、お互
いに支えあいながら安心して暮らすことができるように取り組んでいきます。
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Ⅲ  活力ある産業を育てるまちづくり

Ⅳ  自立と協働による安全安心なまちづくり

Ⅴ  豊かな心と文化を育むためのひとづくり

 　協働によるまちづくりの推進の分野では、５つの基本事業(地域コミュニティ活動の支援、広報の充
実、町民の町政への参画の推進、情報公開の推進、施策の総合推進)による18の事務事業を行い、
町民・事業者及び行政が、それぞれの役割を認識して、協働の精神で連携し、自立した社会に取り組
んでいきます。
 　防災・減災対策の推進の分野では、６つの基本事業(家庭の防災力の向上、地域の防災力の強
化、継続的・普遍的な防災教育・学習の推進、災害対応力の強化、防災・減災ハード対策の推進、施
策の総合推進)による22の事務事業を行い、地域に密着した持続可能な防災地域社会システムを創
造することにより、まちの防災力・減災力の向上に取り組んでいきます。
 　消防・救急体制の充実の分野では、５つの基本事業(消防力の強化、救急救命体制の充実、火災
予防体制の充実、消防団の充実強化、施策の総合推進)による13の事務事業を行い、生命・身体及
び財産を守り、被害を軽減することによって、安全安心なまちづくりに取り組んでいきます。
　 暮らしの安全対策の推進の分野では、４つの基本事業(交通安全意識の高揚、交通安全施設の整
備、防犯対策の推進、消費生活の安定)による12の事務事業を行い、交通事故の発生及び犯罪の発
生が抑制されるように取り組んでいきます。
　 効果的・効率的な行財政運営の推進の分野では、６つの基本事業(成果重視の行政経営の推進、
健全な財政運営、ＩＣＴによる情報の適切な管理と利活用、公共施設マネジメントの推進、シティプロ
モーションと移住定住の促進、施策の総合推進)による70の事務事業を行い、効率的で計画的な行財
政運営に取り組んでいきます。

 　水産業の振興の分野では、７つの基本事業(水産基盤の整備、漁業の安定経営、ぎょしょく教育と
消費拡大、生産者・漁協・行政及び大学の共同連携強化、漁業後継者の育成、持続可能な漁業の推
進、施策の総合推進)による29の事務事業を行い、漁業経営の安定化及び持続可能な水産業の推進
に取り組んでいきます。
 　農林業の振興の分野では、７つの基本事業(担い手の育成と確保、農地の継承、経営安定と産地
化の推進、農地の保全・農村環境の整備、新たな森林管理システムの推進、農業地域資源を活用し
た農作物の高付加価値化、施策の総合推進)による54の事務事業を行い、自然環境に配慮しつつ、
地域の特性を活かした安全安心な農林産物の安定生産及び販売、付加価値化を推進し所得の向上
に取り組んでいきます。
 　商工業の振興の分野では、４つの基本事業(経営面の支援強化、創業・事業承継への支援、企業
誘致・留置の推進、施策の総合推進)による９の事務事業を行い、商工業者の生産性や販売力が強
化されることにより、事業活動が継続され、地域の活性化に取り組んでいきます。
 　観光・物産の振興の分野では、４つの基本事業(地域資源の有効活用、観光ＰＲの推進、観光資源
の充実、施策の総合推進)による34の事務事業を行い、地域の魅力を理解し、多くの観光客が訪れる
まちへ取り組んでいきます。
 　雇用・人材確保の推進の分野では、３つの基本事業(雇用の促進、労働人材の確保、施策の総合
推進)による３の事務事業を行い、雇用及び労働人材の確保と地域産業が持続し、町民が安心して働
き、生活できるように取り組んでいきます。

 　学校教育の充実の分野では、６つの基本事業(確かな学力の向上、ＩＣＴを活かした教育の推進、心
の教育の充実、健やかな体の育成、安心安全な教育環境の整備、施策の総合推進)による28の事務
事業を行い、教育環境を整備・充実し、安全安心な学校生活を送れるように取り組んでいきます。
 　生涯学習の充実の分野では、５つの基本事業(生涯学習機会の充実と文化活動の活性化、青少年
の健全育成、生涯学習施設の適正管理、文化財の保護・活用、施策の総合推進)による68の事務事
業を行い、多様な学習機会や情報を提供し、その成果が活かせる活動の場づくりを進めることにより、
生涯学習を行える町民が増えるように取り組んでいきます。
 　スポーツの充実の分野では、５つの基本事業(各種スポーツ団体及び指導者の育成、各種スポーツ
活動への参加機会の充実、スポーツ施設の利用促進と適正管理、スポーツツーリズムの推進、施策
の総合推進)による23の事務事業を行い、ニーズに合った環境整備を行い、健康が維持増進していく
ように取り組んでいきます。
　 人権尊重・男女共同参画の実現の分野では、３つの基本事業(人権・同和教育の推進、男女共同
参画の推進、施策の総合推進)による13の事務事業を行い、人権尊重に対する町民の理解を深め、
態度や行動に現れるような人権感覚が身につくように取り組んでいきます。
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（単位：千円、％）

前年度予算額 本年度予算額 差　引 増減率

15,417,000 16,261,000 844,000 5.5

2,980,000 2,842,000 △ 138,000 △ 4.6

356,100 394,700 38,600 10.8

3,237,000 3,168,000 △ 69,000 △ 2.1

145,000 0 △ 145,000 皆減

197,300 0 △ 197,300 皆減

88,642 110,710 22,068 24.9

24,791 26,285 1,494 6.0

22,445,833 22,802,695 356,862 1.6

収益的収入 715,700 722,800 7,100 1.0

資本的収入 350,238 240,958 △ 109,280 △ 31.2

収益的支出 715,700 722,800 7,100 1.0

資本的支出 624,172 559,387 △ 64,785 △ 10.4

収益的収入 723,000 760,300 37,300 5.2

資本的収入 9,515 0 △ 9,515 皆減

収益的支出 723,000 760,300 37,300 5.2

資本的支出 49,525 31,995 △ 17,530 △ 35.4

収益的収入 0 285,600 285,600 皆増

資本的収入 0 381,851 381,851 皆増

収益的支出 0 272,700 272,700 皆増

資本的支出 0 393,482 393,482 皆増

収益的収入 1,438,700 1,768,700 330,000 22.9

資本的収入 359,753 622,809 263,056 73.1

収益的支出 1,438,700 1,755,800 317,100 22.0

資本的支出 673,697 984,864 311,167 46.2

３．予算の規模

会　　計　　名

一般会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

☆　一般会計予算額の推移(10年間）

上水道事業会計

病院事業会計

企業会計合計

小規模下水道特別会計

浄化槽整備事業特別会計

温泉事業等特別会計

旅客船特別会計

計

下水道事業会計

0

20
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80
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120

140

160

180

133億
3,300万円 137億円

154億

1,700万円

162億

6,100万円
155億

7,700万円 146億

1,800万円
142億

8,500万円 131億

1,700万円 131億円

億円

141億
9,000万円
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４．一般会計予算（歳入）について
令和６年度一般会計当初予算額は、162億6,100万円で令和５年度当初予算と比較して

８億4,400万円(5.5％)の増額となりました。

町税 … 人口減少に伴う納税義務者の減少や復興特別税の終了、固定資産の評価
替え等の影響により、令和５年度と比較して2,482万９千円（△1.5％）減額の16億8,517万
７千円を計上しています。

地方譲与税や利子割交付金等の交付金 … 地方財政計画等を参考に、それぞれ、
地方揮発油譲与税2,700万円、自動車重量譲与税8,300万円、森林環境譲与税3,500万
円、利子割交付金140万円、配当割交付金800万円、株式等譲渡所得割交付金600万円、
法人事業税交付金2,800万円、地方消費税交付金４億1,400万円、自動車税環境性能割
交付金900万円、地方特例交付金2,000万円、交通安全対策特別交付金120万円を計上
しています。

地方交付税 … 地方財政計画等を参考に令和５年度と比較して1億2,700万円
（△1.7％）減額の71億5,900万円を計上しています。

分担金及び負担金 … 学校給食無償化に伴う給食センター運営費篠山小中学校組
合負担金の増加等はありますが、がけ崩れ防災対策分担金及び学校給食費保護者負担
金の減少等により、4,933万６千円（△36.6％）減額の8,551万４千円を計上しています。

使用料及び手数料 … 道路占用料や御荘海洋センター使用料の増加等はありますが、
戸籍手数料や住宅使用料の減少等により、551万３千円（△3.2％）減額の１億6,558万２千
円を計上しています。

国庫支出金 … 道路新設改良費補助金(国の社会資本整備総合交付金事業に係る
御荘インター連絡線道路改良事業)や重層的支援体制整備事業費補助金及び次世代育
成支援対策施設整備交付金の増加等はありますが、住宅・建築物安全ストック形成事業
費補助金(ホテルサンパールの除却)や宅地耐震化推進事業費補助金の減少等により、
576万３千円（△0.6％）減額の９億1,103万５千円を計上しています。

県支出金 … 避難対策支援強化事業費補助金(防災灯設置工事等)や後期高齢者医療
保険基盤安定事業費負担金の増加等はありますが、介護基盤整備等事業費補助金、高
齢者等検査助成事業費補助金、愛媛県議会議員選挙事務交付金及びがけ崩れ防災対
策事業費補助金の減少等により、6,881万８千円（△8.6％）減額の７億3,360万８千円を計
上しています。

財産収入 … 建物貸付収入(旧東海交流館他)の増加等により、200万４千円（1.5％）増額
の１億3,330万３千円を計上しています。

寄附金 … ふるさと納税寄附金の増加を見込み、20億円を計上しています。

繰入金 … 公共施設マネジメント基金繰入金の減少等はありますが、ふるさとづくり基
金繰入金や財政調整基金繰入金の増加等により、２億4,461万円（21.9％）増額の13億
6,042万円を計上しています。

繰越金 … ４億5,500万円を計上しています。

諸収入 … 農業支援センター運営事業収入の増加等はありますが、保育所給食費保
護者負担金やＢ＆Ｇ財団支援金の減少等により、1,265万５千円（△8.0％）減額の１億
4,466万１千円を計上しています。

町債 … 臨時財政対策債の減少等はありますが、城辺保育所空調等改修事業事業等
に係る過疎対策事業債や津波避難ビル屋外階段設置事業に係る緊急防災・減災事業債
の増加等により、２億6,910万円（51.2％）増額の７億9,510万円を計上しています。
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構成比 構成比

1 11.1 1 10.4

2 1.1 2 0.9

3 0.0 3 0.0

4 0.0 4 0.1

5 0.0 5 0.0

6 0.1 6 0.2

7 2.6 7 2.5

8 0.0 8 0.1

9 0.0 9 0.1

10 47.3 10 44.0

11 0.0 11 0.0

12 0.9 12 0.5

13 1.1 13 1.0

14 5.9 14 5.6

15 5.2 15 4.5

16 0.9 16 0.8

17 9.7 17 12.3

18 7.2 18 8.4

19 2.3 19 2.8

20 1.0 20 0.9

21 3.4 21 4.9

100.0 100.0

(単位：千円、％）一般会計歳入の内訳

△ 1.5

年　　度

C=B-A C／A×100A

令和５年度 増　減　額 増減率

△ 22.2

8,000

△ 19,000 △ 11.6

33.3

△ 400

2,000

令和６年度

B科　　目

町 税 1,710,006 1,685,177 △ 24,829

233.3

地 方 譲 与 税 164,000 145,000

6,000

利 子 割 交 付 金 1,800

株式等譲渡所得割交付金 1,800

13,000 28,000

1,400

6,000

配 当 割 交 付 金

2.2地 方 消 費 税 交 付 金 405,000 414,000 9,000

4,200

△ 127,000 △ 1.7

法 人 事 業 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金 7,000

15,000 115.4

9,000 2,000 28.6

△ 49,336 △ 36.6

地 方 特 例 交 付 金 5,000 20,000 15,000 300.0

地 方 交 付 税 7,286,000 7,159,000

△ 5,763 △ 0.6

交通安全対策特別交付金 1,800 1,200 △ 600 △ 33.3

分 担 金 及 び 負 担 金 134,850 85,514

使 用 料 及 び 手 数 料 171,095 165,582

国 庫 支 出 金 916,798 911,035

県 支 出 金 802,426 733,608

財 産 収 入 131,299 133,303

844,000 5.5

繰 越 金 360,000 455,000

諸 収 入 157,316

26.4

△ 12,655 △ 8.0

寄 附 金 1,500,000 2,000,000

合 計 15,417,000

繰 入 金 1,115,810 1,360,420

144,661

16,261,000

△ 68,818 △ 8.6

244,610 21.9

2,004 1.5

△ 5,513 △ 3.2

町 債 526,000 795,100 269,100 51.2

95,000

500,000 33.3
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(単位：千円）

税　　目 令和５年度 令和６年度 増減
町民税 711,164 702,915 △ 8,249
固定資産税 789,719 774,666 △ 15,053
軽自動車税 84,168 84,436 268
町たばこ税 124,955 123,160 △ 1,795

合　　計 1,710,006 1,685,177 △ 24,829

(単位：千円）

科　　目 令和５年度 令和６年度 増減

町税 1,710,006 1,685,177 △ 24,829
分担金及び負担金 134,850 85,514 △ 49,336
使用料及び手数料 171,095 165,582 △ 5,513
財産収入 131,299 133,303 2,004
寄附金 1,500,000 2,000,000 500,000
繰入金 1,115,810 1,360,420 244,610
繰越金 360,000 455,000 95,000
諸収入 157,316 144,661 △ 12,655
自主財源　　計 5,280,376 6,029,657 749,281 0.370805
地方譲与税 164,000 145,000 △ 19,000
利子割交付金 1,800 1,400 △ 400
配当割交付金 6,000 8,000 2,000
株式等譲渡所得割交付金 1,800 6,000 4,200
法人事業税交付金 13,000 28,000 15,000
地方消費税交付金 405,000 414,000 9,000
自動車税環境性能割交付金 7,000 9,000 2,000
地方特例交付金 5,000 20,000 15,000
地方交付税 7,286,000 7,159,000 △ 127,000
交通安全対策特別交付金 1,800 1,200 △ 600
国庫支出金 916,798 911,035 △ 5,763
県支出金 802,426 733,608 △ 68,818
町債 526,000 795,100 269,100
依存財源　　計 10,136,624 10,231,343 94,719 0.629195

合　　計 15,417,000 16,261,000 844,000

町税の内訳

自主財源・依存財源

固定資産税

46.2％

軽自動車税

4.9％

町たばこ税 7.3％ 町たばこ税 7.3％

軽自動車税

5.0％

町民税
41.7％

固定資産税

46.0％

令和５年度 令和６年度

町民税
41.6％

令和５年度 令和６年度

依存財源
65.7％

依存財源
62.9％

自主財源
34.3％

自主財源
37.1％
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５．一般会計予算（歳出）について
議会費 … 負担率の減による議員共済負担金の減少等はありますが、議員タブレット

更改に伴う消耗品費の増加等により、128万２千円（1.4％）増額の9,058万６千円を計上し
ています。

総務費 … 愛媛県議会議員選挙事務やヘリポート整備事業等の減少はありますが、ふ
るさと寄附金事業、コンビニ交付サービス事業や給与改定に伴う会計年度任用職員等管
理運営事業、災害避難場所整備事業(津波避難ビル屋外階段設置工事)及び西海支所維持管
理事業(大規模改修工事)等の増加により、７億7,662万４千円（20.9％）増額の44億8,550万６
千円を計上しています。

民生費 … 介護基盤整備等事業費補助金交付事業(補助金)や特別会計繰出金(国民健
康保険・介護保険)等の減少はありますが、御荘夢創造館管理運営事業(外壁等改修工事)及び
城辺保育所管理運営事業(空調等改修工事)及び児童手当給付事務(支給対象を高校生年代ま
で拡充)等の増加により、１億2,792万１千円（3.5％）増額の37億6,987万１千円を計上してい
ます。

衛生費 … 新型コロナウイルス感染症検査関連事業(PCR等検査事業費補助金)や塵芥処
理管理事業（ごみ収集運搬委託業務補助金(塵芥車)）の減少はありますが、下水道事業会計移
行に伴う補助金・出資金や西海保健福祉センター管理運営事業(大規模改修工事)の増加な
どにより、２億66万円（15.0％）増額の15億3,746万９千円を計上しています。

農林水産業費 … 水産業ＩＣＴ利活用事業(ＩＣＴ機器等導入補助金)や森林環境整備事業
(森林整備担い手確保育成対策補助金)等の増加はありますが、下水道事業会計移行に伴う小
規模下水道特別会計繰出金及び一本松交流促進センター管理運営事業(屋根等改修工事)
等の減少により、１億5,404万円（△20.0％）減額の６億1,461万４千円を計上しています。

商工費 … ぎゅぎゅっと愛南！夏の陣事業負担金や愛南町観光振興推進事業(町観光
振興推進事業委託料)等の減少はありますが、愛南町観光振興等イベント補助事業(補助金)及
び特別会計繰出金(温泉事業等・旅客船)等の増加により、1,113万７千円（3.9％）増額の２億
9,969万９千円を計上しています。

土木費 … 橋梁新設改良事業（国庫）(中塚橋橋梁修繕工事等)や道路新設改良事業（国
庫）（御荘インター連絡線道路改良工事に係る測量設計等）等の増加はありますが、大規模盛土造
成地詳細調査委託料及び民間特定建築物耐震化促進事業(ホテルサンパール除却に伴う建築
物耐震対策緊急補助金)の減少により、2,521万５千円（△3.3％）減額の７億3,726万１千円を
計上しています。

消防費 … 消防団設備維持管理事業の減少はありますが、消防団設備整備事業(和口
消防詰所新築工事)等の増加により、5,113万２千円（9.4％）増額の５億9,412万９千円を計上
しています。

教育費 … 学校ＩＣＴ管理事業(校務支援端末等機器リース料他)、福浦公民館管理運営事
業(大規模改修工事)の減少はありますが、中学校維持管理事業(城辺中学校屋内運動場空調整
備工事)、小学校振興事業(小学校デジタル教科書教師用指導書等)、御荘文化センター管理運
営事業(舞台吊物制御盤・監視盤等改修工事)の増加により、3,491万３千円（2.9％）増額の12億
3,586万８千円を計上しています。

そのほか、災害復旧費は、昨年同額の743万４千円、公債費は、２億6,213万８千円
（△10.9％）減額の21億4,937万８千円、諸支出金は、ふるさと寄附金の増加に伴う１億173
万１千円（16.7％）増額の７億918万５千円、予備費は、3,000万円を計上しています。

また、これらの経費を性質別に見ると、人件費は２億7,365万３千円（7.9％）増額の37億
4,820万７千円、物件費は２億1,170万円（7.8％）増額の29億4,349万５千円、維持補修費
は136万９千円（△2.9％）減額の4,633万１千円、扶助費は2,174万２千円（1.6％）増額の
13億7,466万４千円、補助費等は２億9,502万１千円（13.4％）増額の24億9,885万７千円、
公債費は２億6,213万８千円（△10.9％）減額の21億4,937万８千円、積立金は１億173万１
千円（16.7％）増額の７億918万４千円、投資及び出資金は9,412万円（123.3％）増額の１
億7,045万７千円、貸付金は昨年度と同額の200万円、繰出金は１億6,758万１千円
（△10.9％）減額の13億6,859万円、普通建設事業費は２億9,712万１千円（32.5％）増額の
12億1,240万３千円、災害復旧事業費は昨年度と同額の743万４千円、予備費は2,000万
円(△40.0％)減額の3,000万円を計上しています。
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構成比 構成比

1 0.6 0.6

2 24.1 27.6

3 23.6 23.2

4 8.7 9.5

6 5.0 3.8

7 1.9 1.8

8 4.9 4.5

9 3.5 3.6

10 7.8 7.6

11 0.1 0.0

12 15.6 13.2

13 3.9 4.4

14 0.3 0.2

100.0 100.0

年　　度

科　　目 構成比 構成比

1 22.5 23.0

2 17.7 18.1

3 0.3 0.3

4 8.8 8.5

5 14.3 15.4

6 15.7 13.2

7 3.9 4.4

8 0.5 1.0

9 0.0 0.0

10 10.0 8.4

11 5.9 7.5

12 0.1 0.0

13 0.3 0.2

100.0 100.0

年　　度 令和５年度 令和６年度 増　減　額 増減率

一般会計歳出の内訳

（目的別） (単位：千円、％）

科　　目 A B C=B-A C／A×100

議 会 費 89,304 90,586 1,282 1.4

総 務 費 3,708,882 4,485,506 776,624 20.9

民 生 費 3,641,950 3,769,871 127,921 3.5

衛 生 費 1,336,809 1,537,469 200,660 15.0

農 林 水 産 業 費 768,661 614,614 △ 154,047 △ 20.0

商 工 費 288,562 299,699 11,137 3.9

土 木 費 762,476 737,261 △ 25,215 △ 3.3

消 防 費 542,997 594,129 51,132 9.4

教 育 費 1,200,955 1,235,868 34,913 2.9

災 害 復 旧 費 7,434 7,434 0 0.0

公 債 費 2,411,516 2,149,378 △ 262,138 △ 10.9

諸 支 出 金 607,454 709,185 101,731 16.7

予 備 費 50,000 30,000 △ 20,000 △ 40.0

増　減　額 増減率

15,417,000 16,261,000 844,000 5.5

B C=B-A C／A×100

人 件 費 3,474,554 3,748,207 273,653 7.9

A

2,943,495 211,700 7.7

47,700 46,331 △ 1,369 △ 2.9

合      　　　　　　　　　　    計

（性質別）
令和５年度 令和６年度

維 持 補 修 費

扶 助 費 1,352,922 1,374,664

物 件 費 2,731,795

21,742 1.6

補 助 費 等 2,203,836 2,498,857 295,021 13.4

公 債 費 2,411,516 2,149,378 △ 262,138 △ 10.9

積 立 金 607,453 709,184 101,731 16.7

投資及び出資金 76,337 170,457 94,120 123.3

貸 付 金 2,000 2,000 0 0.0

繰 出 金 1,536,171 1,368,590 △ 167,581 △ 10.9

普通建設事業費 915,282 1,212,403 297,121 32.5

0.0

予 備 費 50,000 30,000 △ 20,000 △ 40.0

合      　　　　　　　　　　    計 15,417,000 16,261,000 844,000 5.5

(単位：千円、％）

災害復旧事業費 7,434 7,434 0
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義務的経費・投資的経費・その他の経費の状況

人件費
22.5%

扶助費
8.8%

公債費
15.7%

普通建設

事業費

5.9%

災害復旧事業費

0.1%

物件費
17.7%

補助費等
14.3%

繰出金
10.0%

その他
5.0%

義務的経費

その他の経費

投資的経費

人件費
23.0%

扶助費
8.5%

公債費
13.2%

普通建設

事業費

7.5%

災害復旧事業費

0.0%

物件費
18.1%

補助費等
15.4%

繰出金
8.4%

その他
5.9%

その他の経費

投資的経費

義務的経費

令和５年度

令和６年度
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６．地方債及び基金残高の推移(10年間）

地方債残高の推移

基金残高の推移

0

50

100

150

200

250

0

20

40

60

80

100

120

203億
4,336万円

169億
1,484万円 （見込）

141億
7,537万円

（見込）

128億
7,344万円

217億
8,411万円

218億
6,529万円 212億

8,944万円
192億
7,180万円 180億

1,373万円

109億

7,195万円

111億
5,686万円

（見込）

110億
1,358万円

（見込）

110億
2,797万円106億

3,836万円

111億
4,604万円

109億
9,832万円

110億
8,155万円

108億
1,772万円

億円

億円

111億
8,262万円

157億
1,443万円
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７．主要事業の概要

議会費
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総務費
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-41-



-42-



-43-



-44-



-45-



-46-



-47-



-48-



-49-



-50-



-51-



-52-



-53-



-54-



-55-



-56-



-57-



-58-



-59-



-60-



-61-



-62-



-63-



-64-



-65-



-66-



-67-



-68-



-69-



-70-



-71-



-72-



-73-



-74-



-75-



-76-



-77-



-78-



-79-



-80-



-81-



-82-



-83-



-84-



-85-



-86-



-87-



-88-



-89-



-90-



-91-



-92-



-93-



-94-



-95-



-96-



民生費

-97-



-98-



-99-



-100-



-101-



-102-



-103-



-104-



-105-



-106-



-107-



-108-



-109-



-110-



-111-



-112-



-113-



-114-



-115-



-116-



-117-



-118-



-119-



-120-



-121-



-122-



-123-



-124-



-125-



-126-



-127-



-128-



-129-



-130-



-131-



-132-



-133-



-134-



-135-



-136-



-137-



-138-



-139-



-140-



-141-



-142-



-143-



-144-



-145-



-146-



-147-



-148-



-149-



-150-



-151-



-152-



-153-



-154-



-155-



-156-



-157-



-158-



-159-



-160-



-161-



-162-



-163-



-164-



-165-



-166-



-167-



-168-



-169-



-170-



-171-



-172-



-173-



-174-



-175-



-176-



-177-



-178-



-179-



-180-



-181-



-182-



-183-



-184-



-185-



-186-



-187-



-188-



衛生費

-189-



-190-



-191-



-192-



-193-



-194-



-195-



-196-



-197-



-198-



-199-



-200-



-201-



-202-



-203-



-204-



-205-



-206-



-207-



-208-



-209-



-210-



-211-



-212-



-213-



-214-



-215-



-216-



-217-



-218-



-219-



-220-



-221-



-222-



-223-



-224-



-225-



-226-



-227-



-228-



-229-



-230-



-231-



-232-



→ → → → →

-233-



-234-



→ → →
→ →

-235-



-236-



-237-



-238-



-239-



-240-



-241-



-242-



-243-



-244-



-245-



-246-



-247-



-248-



-249-



-250-



-251-



-252-



農林水産業費

-253-



-254-



-255-



-256-



-257-



-258-



-259-



-260-



-261-



-262-



-263-



-264-



-265-



-266-



-267-



-268-



-269-



-270-



-271-



-272-



-273-



-274-



-275-



-276-



-277-



-278-



-279-



-280-



-281-



-282-



-283-



-284-



-285-



-286-



-287-



→ → → →

-288-



-289-



-290-



-291-



→ → → → → →

-292-



-293-



-294-



-295-



-296-



-297-



-298-



-299-



-300-



-301-



-302-



-303-



-304-



-305-



-306-



-307-



→
→

→
→

-308-



-309-



-310-



-311-



-312-



-313-



-314-



-315-



-316-



商工費

-317-



-318-



-319-



-320-



-321-



-322-



-323-



-324-



-325-



-326-



-327-



-328-



-329-



-330-



-331-



-332-



-333-



-334-



-335-



-336-



-337-



-338-



-339-



-340-



-341-



-342-



-343-



-344-



-345-



-346-



-347-



-348-



-349-



-350-



-351-



-352-



-353-



-354-



-355-



-356-



-357-



-358-



-359-



-360-



土木費

-361-



-362-



-363-



-364-



-365-



-366-



-367-



-368-



-369-



-370-



-371-



-372-



-373-



-374-



-375-



-376-



-377-



-378-



-379-



-380-



-381-



-382-



-383-



-384-



消防費

-385-



-386-



-387-



-388-



-389-



-390-



-391-



-392-



-393-



-394-



-395-



-396-



-397-



-398-



教育費

-399-



-400-



-401-



-402-



-403-



-404-



-405-



-406-



-407-



-408-



-409-



-410-



-411-



-412-



-413-



-414-



-415-



-416-



-417-



-418-



-419-



-420-



-421-



-422-



-423-



-424-



-425-



-426-



-427-



-428-



-429-



-430-



-431-



-432-



-433-



-434-



-435-



-436-



-437-



-438-



-439-



-440-



-441-



-442-



-443-



-444-



-445-



-446-



-447-



-448-



-449-



-450-



-451-



-452-



-453-



-454-



-455-



-456-



-457-



-458-



-459-



-460-



-461-



-462-



-463-



-464-



-465-



-466-



-467-



-468-



-469-



-470-



-471-



-472-



-473-



-474-



-475-



-476-



-477-



-478-



-479-



-480-



-481-



-482-



-483-



-484-



-485-



-486-



-487-



-488-



-489-



-490-



-491-



-492-



-493-



-494-



-495-



-496-



-497-



-498-



-499-



-500-



-501-



-502-



-503-



-504-



-505-



-506-



-507-



-508-



-509-



-510-



災害復旧費

-511-



-512-



-513-



-514-



-515-



-516-




